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公益法人
の区分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・
応募者数

職員宿舎（さつき丘宿舎）の売
却

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.26

株式会社ハウスコン
サルタント
大阪府大阪市淀川区
三国本町1丁目16番
12-301号

本件の一般競争入札において、応札者がなく入札
不調となったことから、本機構会計規程第16条第1
項及び契約事務取扱細則第23条第1項第13号（競
争に付しても入札者がないとき又は再度の入札に
付しても落札者がない場合）に該当するため。

- 12,147,600 - 0

売却収入
（随意契
約（不落
随契））

日本学生支援機構東海北陸支
部事務所賃借

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.18
株式会社大暉
愛知県名古屋市中区
錦一丁目4番16号

本件企画競争による公募において、6者から提出さ
れた企画提案書について、企画提案審査会を行っ
た結果、最も評価の高い企画提案書を特定し、当
該企画提案書の提出者をを提出事業者を契約予
定者として見積り合わせを実施した結果、予定価格
の範囲内であったことから、本機構会計規程第16
条第1項及び契約事務取扱細則第23条第1項第1号
（契約の性質又は目的が競争を許さない場合）に該
当するため。

- 19,112,235 - 0 企画競争

平成25年度日本留学フェア（韓
国、ソウル）の実施に係る業務
委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.4

社団法人韓日協会
ソウル特別市瑞草区
江南大路381 Doosan
Bearstel 701号

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国
への留学を検討している者に対し、効果的に広報
及び現地における諸準備を実施するため、日本留
学の事情及び現地の留学事情に精通していること
及び日韓双方の高等教育機関ネットワークを活用
できることが必要であるが、外国での契約であるこ
と及び事業を効果的に実施する者が特定されるこ
とから、本機構会計規程第16条第1項及び契約事
務取扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は
目的が競争を許さない場合）に該当するため。

- 10,336,637 - 0
競争性の
ない随意

契約

平成25年度日本留学フェア（韓
国、釜山）の実施に係る業務委
託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.4

社団法人釜山韓日交
流センター
釜山広域市釜山鎭区
東川路116 韓信VAN
O/T 1501-2号

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国
への留学を検討している者に対し、効果的に広報
及び現地における諸準備を実施するため、日本留
学の事情及び現地の留学事情に精通していること
及び日韓双方の高等教育機関ネットワークを活用
できることが必要であるが、外国での契約であるこ
と及び事業を効果的に実施する者が特定されるこ
とから、本機構会計規程第16条第1項及び契約事
務取扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は
目的が競争を許さない場合）に該当するため。

- 8,705,834 - 0
競争性の
ない随意

契約

平成25年度日本留学フェア（国
際教育展：中国）の実施に係る
展示スペース等の申込み

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.12

Fairlink Services Ltd.
Room 1105,Tower
B,SOHO New Town,
No.88 Jianguo Road,
Chaoyang District,
Beijing 100022,China

本フェアの主催者である中国教育国際交流協会が
運営を行っており、他に委託すことが許されないこ
とから、本機構会計規程第16条第1項及び契約事
務取扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は
目的が競争を許さない場合）に該当するため。

- 26,812,740 - 0
競争性の
ない随意

契約

2013年度日本留学フェア（タイ：
バンコク・チェンマイ）の実施に
係る業務委託

独立行政法人日本学生支援
機構　理事長　遠藤　勝裕
神奈川県横浜市緑区長津田
町4259

H25.7.16

タイ国元日本留学生
協会（OJSAT）
408/65 16th fl.
Phahonyothin Place
Phahonyothin Road,
Samsennai,
Phayathai, Bangkok
10400 Thailand

本フェアの実施に当たり、実施都市において我が国
への留学を検討している者に対し、効果的に広報
及び現地における諸準備を実施するため、日本留
学の事情及び現地の留学事情に精通していること
及び日タイ双方の高等教育機関ネットワークを活用
できることが必要であるが、外国での契約であるこ
と及び事業を効果的に実施する者が特定されるこ
とから、本機構会計規程第16条第1項及び契約事
務取扱細則第23条第1項第1号（契約の性質又は
目的が競争を許さない場合）に該当するため。

- 7,052,164 - 0
競争性の
ない随意

契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地

契約を
締結した日

随意契約によることとした業務方法書又は会計規
定等の根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考
再就職
の役員
の数

様式３－４


